
団体名 福島県郡山市

標準財政規模
（A)

臨時財政対策
債発行可能額
（B）

63,761 2,715

１　一般会計及び特別会計の財政状況（主として普通会計に係るもの）

歳入 歳出 形式収支 実質収支 地方債現在高
他会計からの
繰入金

一般会計 98,320 95,290 3,030 2,621 101,191 469

公共用地先行取得事業特別会計 4 4 0 0 0 1

荒井北井土地区画整理事業特別会計 31 31 0 0 19 31

富田第一土地区画整理事業特別会計 29 29 0 0 57 29

中谷地土地区画整理事業特別会計 7 7 0 0 7 7

富田第二土地区画整理事業特別会計 106 106 0 0 905 106

伊賀河原土地区画整理事業特別会計 642 634 8 0 789 108

徳定土地区画整理事業特別会計 108 97 11 0 24 29

南拠点土地区画整理事業特別会計 372 372 0 0 4,030 372

大町土地区画整理事業特別会計 386 347 39 0 64 166

郡山駅西口再開発事業特別会計 315 315 0 0 2,932 315

母子寡婦福祉資金貸付金特別会計 77 17 60 60 0 2

普通会計 100,397 97,249 3,148 2,681 110,018

多田野財産区特別会計 25 5 20 20 0 0

河内財産区特別会計 11 4 7 7 0 0

片平財産区特別会計 2 1 1 1 0 0

月形財産区特別会計 0 0 0 0 0 0

舟津財産区特別会計 14 1 13 13 0 0

舘財産区特別会計 18 2 16 16 0 0

浜路財産区特別会計 1 0 1 1 0 0

横沢財産区特別会計 10 0 10 10 0 0

中野財産区特別会計 7 0 7 7 0 0

後田財産区特別会計 4 0 4 4 0 0

赤津財産区特別会計 28 4 24 24 0 0

三代財産区特別会計 34 6 28 28 0 0

福良財産区特別会計 25 2 23 23 0 0

２　１以外の特別会計の財政状況（公営企業を含む公営事業会計に係るもの） （百万円　，　％）

総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

＜法適用以外＞
形式収支

純損益
（実質収支）

企業債(地方
債)現在高

他会計からの
繰入金

<法適用企業>

不良債務
<法適用企業>

累積欠損金
備考

水道事業会計 8,230 7,749 481 25,236 414 0 0 法適用企業

工業用水道事業会計 69 69 0 100 15 0 0 法適用企業

簡易水道事業特別会計
（歳入）

251
（歳出）

251
（形式収支）

0
（実質収支）

0
1,981 199 法非適用企業

電気事業（想定企業会計）
（歳入）

100
（歳出）

100
（形式収支）

0
（実質収支）

0
276 65 法非適用企業

総合卸売市場特別会計
（歳入）

962
（歳出）

962
（形式収支）

0
（実質収支）

0
11,805 685 法非適用企業

熱海温泉事業特別会計
（歳入）

297
（歳出）

70
（形式収支）

227
（実質収支）

227
0 0 法非適用企業

宅地造成事業特別会計
（歳入）

2,006
（歳出）

1,969
（形式収支）

37
（実質収支）

0
351 490 法非適用企業

駐車場事業特別会計
（歳入）

267
（歳出）

267
（形式収支）

0
（実質収支）

0
1,504 158 法非適用企業

下水道事業特別会計（公共下水道事業）
（歳入）

13,050
（歳出）

12,960
（形式収支）

90
（実質収支）

0
88,434 4,995 法非適用企業

下水道事業特別会計（特定環境保全公共下水道事業）
（歳入）

502
（歳出）

502
（形式収支）

0
（実質収支）

0
5,046 269 法非適用企業

農業集落排水事業特別会計
（歳入）

723
（歳出）

723
（形式収支）

0
（実質収支）

0
8,389 393 法非適用企業

国民健康保険特別会計
（歳入）

30,788
（歳出）

28,801
（形式収支）

1,987
（実質収支）

1,987
0 1,863

老人保健特別会計
（歳入）

24,730
（歳出）

24,730
（形式収支）

0
（実質収支）

0
0 2,048

介護保険特別会計
（歳入）

13,381
（歳出）

13,047
（形式収支）

334
（実質収支）

334
0 2,065

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。
　　　　　２．法適用企業に係るもの以外のものについては、「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「実質収支」を表示している。
　　　　　３．不良債務及び累積欠損金は、正数で表示している。

備考

基金繰入　 4,450
財産区繰入　　 4

一般会計負担金　51

財政状況等一覧表（平成１８年度）

<法適用企業>

経常収支比率

107.0

100.0

合計
（A）＋（B)

66,476

(百万円)

（百万円）



３　関係する一部事務組合等の財政状況 （百万円　，　％）

歳入
（総収益）

歳出
（総費用）

＜法適用以外＞
形式収支

実質収支
（純損益）

地方債(企業
債)現在高

当該団体の負
担金割合

<法適用企業>

不良債務
<法適用企業>

累積欠損金
備考

郡山地方広域市町村圏組合 47 38 9 9 0 44

郡山地方広域消防組合 4,355 4,315 40 40 1,506 74

福島県市町村総合事務組合 11,111 9,943 1,168 1,168 0 1

福島県市民交通災害共済組合 406 300 106 106 0 0

県中地域水道用水供給企業団
（総収益）

0
（総費用）

0
（純損益）

0
26 4 0 0 法適用企業

４　第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （百万円）

経常損益
資本又は
正味財産

当該団体か
らの出資金

当該団体か
らの補助金

当該団体から
の貸付金

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

備考

財団法人　郡山市健康振興財団 1 41 15 54 0 0

財団法人　郡山地域テクノポリス推進機構 287 2,023 208 8 0 0

財団法人　郡山コンベンションビューロー 1 135 60 26 0 0

財団法人　郡山市観光交流振興公社 21 266 90 53 0 0

財団法人　郡山市開発公社 438 3,131 10 0 0 0

郡山東部開発株式会社 △ 4 69 1,613 0 0 0

郡山駅西口再開発株式会社 80 65 102 0 22 0

財団法人　郡山市文化・学び振興公社 60 316 110 18 0 0

郡山地方土地開発公社 △ 12 150 10 0 0 204

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

５　財政指数

　（注）　実質公債費比率は、平成１９年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成１６年度から平成１８年度の３カ年平均である。

4.2

89.1

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

0

0

0

0

0

0

0

財政力指数

実質公債費比率

実質収支比率

経常収支比率

0.75

16.0

3,776

-

<法適用企業>

経常収支比率

0


